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地球変動予測を意識した
21世紀の海洋観測
　地球規模の環境変動が現実味を帯びており、我が国でも「21世紀環境立国戦略」にお
いて、解決に向けて正面から取り組んで行くことを表明している。
　2007 年 2 月に発表された IPCC（気候変動に関する政府間パネル）第 4 次評価報告書は、
地球の気候システムに温暖化が起こっていると断定するとともに、人為起源の温室効果
ガスの増加が温暖化の原因とほぼ断定している。1990 年の IPCC 第１次評価報告書に
は、「人為起源の温暖化ガスによる温暖化シグナルの検出には 10 年かかる」と述べられ
ていたが、実際に温暖化の断定までに 15 年以上を要した。海流などの多くの現象は 10
年、20 年と言った周期で変化するので、観測をそれ以上続けなければ有意な結果は出な
い。第 4 次評価報告書が、温暖化が起こっていると断定できたのは、我々が長年にわたり、
国際協力の枠組みのなかで努力して観測データを蓄積してきた結果である。
　これまでの温暖化予測は、100 年後の 21 世紀末の時点に重点をおいてモデル実験を
行ってきた。しかし、多くの人々にとってより関心があるのは「自分が生きているうち
に、可愛い子供の世代に、即ち 20 年、30 年といった期間で何が起こるか？」ではない
だろうか。今後の温暖化予測では、こうした時間スケールを念頭において、より高精度
かつ高分解能の予測が要求される。しかし、モデルによる予測結果のみでは、検証され
ない限り、根拠の脆弱な推測にとどまり、施策へ応用可能な予測には決して成り得ない。
その信頼性を高めるには、予測モデルに対応した高精度かつ高分解能の観測データが不
可欠であり、そのためには、時間および空間的に不均一な観測データを全球海洋大循環
モデルに組み入れることを目的とした“データ同化”という手法が必須である。“データ
同化”によって、観測値が無い海域でも、観測値に準ずるデータを得ることができるため、
より高精度な全球海洋像の把握が可能となる。
　全球海洋像解明のための現在の海洋監視プロジェクトとして、アルゴ計画、国際定線・
炭素循環観測計画、トライトンブイの展開が進められているが、広大でかつつねに変動
する海の監視は、必然的に至るところで、長期的に行なわざるを得ない。長期的な観測
に加え、さらに“データ同化”システムを運用し持続的に全球海洋観測データを提供す
るには経費の上積みが必要ではないだろうか。既存の海洋監視プロジェクトを統合すれ
ば最小の予算措置で、我が国が提案して始まった GEOSS の目的である地球変動予測に
大きな貢献が可能になる。世界の海の全貌を継続して効率よく監視するためには、海洋
監視と海洋データ同化を統合する全球海洋監視システムを構築および維持していく資金
確保の仕組みが必要である。
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客員研究官
　2007 年 2 月 に 発 表 さ れ た
IPCC（気候変動に関する政府間
パネル）第４次評価報告書第１作
業部会報告書（自然科学的根拠）1）
は、地球の気候システムに温暖化
が起こっていると断定するととも
に、人為起源の温室効果ガスの増
加が温暖化の原因とほぼ断定して
いる 2)。この報告書には、地球シ
ミュレータを用いた予測結果が取
り入れられるとともに、我が国の
研究者の論文も数多く引用される
など、日本の貢献は大きかった。
地球規模の将来予測では、第 3 次
評価報告書（2001 年）に比べて、
計算科学の進歩や計算機資源の充
実、および温暖化過程の科学的理
解の深化を反映して、より踏み込
んだ内容となっている。報告書が
地球温暖化が起こっていると断定
できたのは、1990 年以降強化さ
れた国際共同観測から得られた地
球、とりわけ海洋や寒冷圏での観
測結果が、1990 年以降に大きく
発達した気候変動モデル計算の初
期値あるいは検証データとして活
用可能となったためであり、観測
が提供するデータなしに予測研究
は成立しない。したがって、今後
のさらなるモデル高度化に伴っ
て、入力のデータセットと出力結
果の検証データとして不可欠な観
測データの蓄積は、ますます重要
となってくる。
　観測と言っても、気象観測、水
文観測など多様である。しかし、
地球表面積の 70％を占める海洋
は、気候変動を支配する最重要因
子であるにもかかわらず、全海洋
を一元的に観測する手立てについ
て十分な議論がなされたとは言え
ない。本稿では、海洋観測の現場
を取り上げ、地球変動予測に欠か
せない海洋観測データ取得のある
べき姿について検討する。
1  はじめに● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
2  地球変動研究に求められる海洋観測● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
　地球規模の環境変動が現実味を
帯びており、我が国でも「21 世紀
環境立国戦略」3) において、解決
に向けて正面から取り組んで行く
ことを表明している。変動予測に
向けて、予測モデルの高度化につ
いては、計算機科学の急速な進
化もあり、今後も大きく進展す
ると考えられる。一方で、地球
観測サミット注 1）やそれを受けた
GEOSS 4) 注 2）の実施に代表され
るように、地球規模での観測デー
タの必要性も今や国際的コンセン
サスを得ている。海洋に関しては、
気象観測では当たり前になってい
る全球観測システム、世界中の海
すべてをリアルタイムに観測する
体制の確立が望まれている。
■ 用 語 説 明 ■
注1　地球観測サミット：エビアンG8サミット（2003年6月）において、地球温暖化による砂漠化の急速な進展、水資源
の不足などの危機を回避するためには、地球規模の諸現象について、正確かつ広範な規模で観測情報を取得し、流通させ
る必要性が認識された。これを受けて、小泉内閣総理大臣の提唱により、地球観測サミット（閣僚級会合）の開催が合意さ
れ、第1回地球観測サミット（2003年7月、米国）、第2回地球観測サミット（2004年4月、日本）が開催された。
注2　GEOSS (Global Earth Observation System of Systems)：G8諸国を含む約60の国と約30の国際機関が
参加した第3回地球観測サミット（2005年2月ブリュッセル）において、「全球地球観測システム(GEOSS)」の構築を国際協
力の下で推進するための、GEOSS10年実施計画が承認された。GEOSS10年実施計画では、各国政府および各関係国際機
関がそれぞれに構築した観測システム等の複数の構成要素を統合化して、全体として調和のとれたGEOSSを効果的に構
築することを目指している。
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　IPCC 第１次評価報告書（1990
年）には、「人為起源の温暖化ガ
スによる温暖化シグナルの検出に
は 10 年かかる」と述べられてい
たが、実際に温暖化の断定まで
に 15 年以上を要した。このよう
に、地球規模の研究では結果が出
るまでに何年もかかる。特に、海
流などの多くの現象は 10 年、20
年と言った周期で変化するので、
観測をそれ以上続けなければ有意
な結果は出ない 5)。第 4 次評価報
告書が、地球の気候システムに温
暖化が起こっていると断定できた
のは、我々が長年にわたり、国際
協力の枠組みのなかで努力して観
測データを蓄積してきた結果であ
る。
２‐１
第 4 次評価報告書を受けて
次にすべきことは？
　第 4 次評価報告書を受けて、数
年後の第 5 次評価報告書に向けた
次の動きがすでに始まっている。
文部科学省の施策「21 世紀気候変
動予測革新プログラム」（平成 19
～ 23 年度）では、「IPCC 第 5 次
評価報告書をはじめ、地球温暖化
対応のための政策決定に貢献する
日本モデルの発展型の開発を行
う」と述べられている。地球シミュ
レータを用いて研究を進めている
日本の研究グループ（東京大学気
候システム研究センター、（独）国
立環境研究所、（独）海洋研究開発
機構の合同チーム）が第 4 次評価
報告書のために構築した「21 世紀
気候変化予測のための大気・海洋・
陸面結合モデル」は、大気側にお
いて水平方向に間隔約 100km、
鉛 直 方 向 に 高 度 40km ま で 56
層、また海洋側において水平方向
に間隔約 20km、鉛直方向に海底
まで 48 層、という格子で構成され
ており、世界で最も高い解像度を
有する。この程度の格子解像度に
なって初めて、梅雨前線や黒潮と
いった現象の再現が可能になる 6)。
100km、20km といった格子間
隔であっても、全球で計算を行う
格子点の総数は、大気側で 400
万点、海洋側で 5,000 万点になり、
このモデルで約100年間のシミュ
レーションを行った場合、地球シ
ミュレータをもってしても数ヶ月
かかる計算規模になる。
　これまでの温暖化予測は、この
ようなモデルを用いて 100 年後、
21 世紀末の時点に重点をおいて
モデル実験を行ってきた。しかし、
多くの人々にとってより関心があ
るのは「自分が生きているうちに、
可愛い子供の世代に、即ち 20 年、
30 年といった期間で何が起こる
か？」ではないだろうか。今後の
温暖化予測では、こうした時間ス
ケールを念頭において施策決定に
強い影響を与える、より高精度か
つ高分解能の予測が要求される。
しかし、モデルによる予測結果の
みでは、検証されない限り、根拠
の脆弱な推測にとどまり、施策へ
応用可能な予測には決して成り得
ない。その信頼性を高めるには、
予測モデルに対応した高精度かつ
高分解能の観測データが強く求め
られる。
２‐２
海洋観測から
海洋監視への転換
　これまでは、海の特定の場所で
興味のある現象を、細かく見るこ
とが観測であると考えられること
が多かった。その観測で明らかに
なった知識を分析したり、数値モ
デルで再現したり、それを統合し
て新しいことが分かるといった手
法である。このような観測は、注
目する現象の代表的時空間スケー
ルを考慮して、知りたい対象やそ
の物理・化学などの諸過程に合
わせて観測計画を立てるもので、
「プロセス研究のための分析的な
観測」と定義できる。研究対象領
域が明確であり、一定の成果をつ
ねに求められている研究者にとっ
て扱い易い手法である。しかし、
全球海洋像を把握しようとする観
点からは、目的・手法および対象
領域が多種多様である分析的観測
データの集合が、正しい海洋像を
現せる保証はない。正確に全球海
洋像を把握し、地球変動予測に資
するデータを得るためには、標準
化された計測（観測）を広範に行う
“海洋監視”7) という考え方が要
求される。
3  我が国での海洋監視を意図した国際的なプロジェクト●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
３‐１
アルゴ (Argo) 計画による
全海洋規模の
モニタリング観測
　アルゴ (Argo) 計画は、世界気
象機関 (WMO)、ユネスコ政府間
海洋学委員会 (IOC) 等の国際機関
および 各国の関係諸機関の協力
のもと、全世界の海洋の状況をリ
アルタイムで監視および把握する
システムを構築する国際プロジェ
クトである 8)。2007 年現在、ア
ルゴ計画に参加しているのは、米
国、日本、フランス、ドイツ、韓国、
オーストラリア、イギリス、カナ
ダ、インド、中国など 29 カ国で
ある。アルゴ計画の要となるのは、
水深 2,000m から海面までの間を
自動的に浮き沈みして水温と塩分
等を測定することができるアルゴ
フロートである（図表 1）。アルゴ
計画では、このフロートを世界中
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の海洋で約 3,000 台稼動させるこ
とを目標としている。これが達成
されると、深層を除く海洋の全体
構造が、平均間隔約 300km（緯度・
経度にして約 3 度毎）で、実況（約
10 日毎に）として捉えることが可
能になる。
　アルゴフロートには自身の浮
力を調整する機能が内蔵されて
おり、海中に投入されるとまず
予め設定された漂流深度（通常
1,000m）まで沈む。一定期間（通
常 10 日間程度）その深さで漂流
した後、いったん観測最深層（通
常 2,000m）ま で 降 下 し て か ら、
海面に向かって浮上しながら水温
や塩分等の鉛直分布を測定し、海
面浮上後にアンテナから衛星経由
で測定データを伝送する。通信が
終わると、再び漂流深度まで沈む。
アルゴフロートは、このような沈
降 / 浮上サイクルを 3 ～ 4 年に
わたって繰り返せるように設計さ
れている（図表 1）。
　アルゴ計画により、世界の海洋
の水温と塩分の 3 次元構造が準リ
アルタイムで連続的に把握できる
ことになる。海洋研究にとっては、
いわば、海のアメダス（AMeDAS:
気象庁の自動気象観測ロボット）
とも言える画期的なシステムであ
る。アルゴ計画の順調な進捗は、
2007 年 11 月 30 日 に 南 ア フ リ
カ（ケープタウン）で開催された第
4 回地球観測サミットにおいて、
GEOSS の初期成果として報告さ
れた。
　日本のアルゴ計画は、外務省、 
文部科学省、水産庁、国土交通
省、 気象庁、海上保安庁、（独）海
洋研究開発機構および外部有識
者から構成される「アルゴ計画推
進委員会」によって推進されてい
る。特に、フロートの展開および
観測データの品質管理とその配信
等は、（独）海洋研究開発機構が大
半を担当し、残りを気象庁および
（独）水産総合研究センターが分担
している。
図表 1　アルゴフロートの断面図（上）と動作概念図（下）
　アルゴ計画全体は、2007 年 10
月末には展開目標の 3,000 台に到
達し（図表 2）、今後は「持続的ア
ルゴ計画」に移行できるかが焦点
となっている。日本のフロートは
369 本で、数としては米国に次ぎ
世界第 2 位の貢献をしている。ア
ルゴフロートの寿命から、全世界
の 3,000 台を維持するには年間約
800 台の新規投入が必要とされて
おり、そのうち 100 台程度が日
本に期待されている。アルゴ計画
は、気象庁の中・長期予報の精度
向上やエルニーニョ現象の予測な
ど、我々の生活に直接影響する情
報を提供する。また、今後の温暖
化研究にとって不可欠な海洋情報
を与えるものであり、継続的な計
画遂行が期待されている。
３‐２
国際定線・炭素循環観測計画
（IRHC: International 
Repeat Hydrography and 
Carbon Project）9) 注 3）
　温暖化効果気体などによって増
加した地球の熱量の約 85％は海
洋に吸収され、海水を膨張させ海
面を上昇させている 1、10)。全球海
洋における貯熱量の変化を知るこ
とは、温暖化を理解する上でも、
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図表 2　全世界のアルゴフロートの展開図（2007 年 10 月末に、目標の 3,000 台に到達）
また気候モデルの評価という側面
においても重要である。多くの海
洋観測結果は、1990 年代後半よ
り海洋表層の全球的な水温の上昇
を示している。例えば Levitus et 
al.(2005) は、1955 年 か ら 1998
年の間に海面から深さ 3,000m ま
での水柱の平均水温が 0.037℃
上昇した（貯熱量変化としては、
0.2W/ ㎡）と見積もっている 10)。
海洋は大気の約 1,000 倍の熱容量
を持つので、仮にこの熱が海洋に
蓄えられずに大気を温めるのに使
われたとすると気温が約 37℃も
上昇したことになる。
　ここに示したような海洋におけ
る水温上昇と海洋が本来持つ十年
ないし数十年スケールの変動とを
区別し、温暖化のトレンドを正し
く検出するためには、全球／大洋
スケールでの海洋内部の水温場
や密度場の変動、熱の南北輸送
などを正確に評価し、その物理
的要因を明らかにする必要があ
図表 3　日本がこれまでに行った観測線（左）と IRHC として定めた測線（右）
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■ 用 語 説 明 ■
注3　International Repeat Hydrography and Carbon Project（国際定線・炭素循環観測計画）：2005年、
日本で開催されたInternational Repeat Hydrography and Carbon Workshopで合意された国際協同観測。ポストWOCE
としての海洋の再観測と炭素循環観測研究を持続的に行うとともに、観測データの流通・統合を行う事を目的とし
た、CLIVARとIOCCP（The International Ocean Carbon Coordination Project：IOCとSCOR（Scientific Committee on 
Oceanic Research：海洋研究科学委員会））の公認プロジェクトである。
注4　CLIVAR（Climate Variability and Predictability：気候の変動性および予測可能性研究計画）：WCRP注5)
の1プログラムで、その目的は、全気候システム内の海洋と大気の相互作用の役割に焦点を当て、地球の気候システムを観
測、再現、予測することである。
注5　WCRP（World Climate Research Programme：世界気候研究計画）：WMO（世界気象機関）が中心となっ
て行っているWCP（世界気候計画）のサブプログラムの一つであり、ICSU（国際学術連合会議）およびIOC（政府間海洋学
委員会）が協力して資金協力している。WCRPの目的は、(1)気候がどこまで予測可能かを究明し、 (2)人間活動の気候へ影
響の程度を評価するために必要な、物理的気候システムおよび気候プロセスの科学的理解を発展させることである。
出典：アルゴ計画ホームページより http://www.argo.ucsd.edu/
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る。そのため、国際プロジェクト
CLIVAR（気候変動および予測可
能性研究計画）注 4）の活動の一つと
して、国際定線・炭素循環観測計
画（IRHC: International Repeat 
Hydrography  and  Carbon 
Project）が進行中である。それは、
過去に WOCE（世界海洋大循環
実験）注 6）が行った各大洋を横断あ
るいは縦断する高精度な観測を、
再び行い、WOCE の観測結果と
比較研究するというものである。
この計画では、担当する観測線が
国毎に決められており、我が国
では、（独）海洋研究開発機構が海
洋地球研究船「みらい」を用いて、
1999 年の WHP-P1 ライン（47ﾟ N
に沿って太平洋を横断する測線）
の観測を実施したのを皮切りに、
ほぼ 2 年ごとに、主に北太平洋を
横断・縦断する大規模観測を実施
している（図表 3）。1999 年に引
き続いて 2007 年に行われた「み
らい」による P1 ラインの再観測
は、測点数 115 点、測定項目は、
水温、塩分、流向流速、溶存酸素、
栄養塩、炭酸系物質、フロン類、
微量金属、同位体、海底地形、海
上気象など多岐にわたるもので、
太平洋を横断するのに 1 ヶ月を要
する大規模な観測であった。
　IRHC の成果としては、 例えば
南極オーバーターンと太平洋深層
水の水温の変動を発見したことが
挙げられる。太平洋の海底付近は、
南極環海で海底まで達するオー
バーターン（海面で海氷ができる
事により作られた重い水が海底ま
で沈みこむこと）によって形成さ
れ、南太平洋西岸を経て北太平洋
に流入する周極深層水（CDW）で
占められている。「みらい」の観
測結果とこれまで実施された他の
再観測ラインとを共に解析した結
果、過去 10 ～ 20 年の間に太平
洋で CDW の経路に沿って底層水
温が有意に上昇していることが判
明した 11、12)。この結果は、太平
洋全体の深層循環が減速するよう
な変化が生じていることを示唆し
ている。
　同様の大循環像の変化と関連あ
る観測事実は、近年、次々と発見
されてきている。大西洋において
は、1957 年から 2004 年までの
間に、海洋コンベヤベルトの出発
点である大西洋オーバーターン
（グリーンランドの東沖で、寒冷
な大気により冷やされ重くなった
表層水が海底まで沈みこむこと）
が 30％減速したという観測結果
が出されている 13)。また、南大
西洋底層において約 0.04 度の水
温上昇が報告されている 14)。海
洋コンベヤベルトが止まった事
が、約 12,000 年前には急激な寒
冷期、即ちヤンガードリアス期注 7）
を引き起こしたとされている。温
暖化すると海洋コンベヤベルトが
止まるとの予測もあることから、
その変動について継続的な海洋監
視が非常に重要である。
　このような海洋変動に関する知
見は、1980 および 90 年代に行
われた WOCE に代表される大洋
の縦断あるいは横断する高精度の
観測データと、それと同質、ある
いはより高精度化している 2000
年代の観測データとの比較によっ
て、可能になったものである。こ
のような実測データは、アルゴ
計画、全球炭素循環プログラム
（GCP）注 8）に対する基準観測デー
タとなっていることから、今後も
継続していく必要がある。
３‐３
係留ブイによるエルニーニョと
インド洋ダイポール現象の
海洋監視網 15)
　西部太平洋赤道域および東部イ
ンド洋赤道域には、暖水プールと
呼ばれる世界中で最も暖かい海水
があり、その変動は全球規模の気
候変動である、太平洋のエルニー
ニョ現象、インド洋のインド洋ダ
イポールモード現象 16) と密接な
関係がある。太平洋熱帯域におけ
る気候変動研究は、エルニーニョ
現象の観測と予測を目標に掲げて
TOGA（Tropical Oceans and 
Global Atmosphere： 熱 帯 海 洋
と全球大気 , 1985-1994) 計画と
して 1985 年に始まった。この
■ 用 語 説 明 ■
注6　WOCE(World Ocean Circulation Experiment：世界海洋循環実験)：WCRPの1プログラムで、1990
年から2002年まで実施された。その目的は、海洋大循環に着目し、数十年スケールの気候変動における海洋循環の役
割に関する知見および気侯変動の予測モデルに役立つデータを収集することであった。観測で最も力をいれたのは、
WHP(WOCE Hydrographic Programme)であり、このプログラムでは海面から海底まで、大洋の岸から岸まで、海水の物
理量や化学物質・栄養塩類などを精度よく計測することである。
注7　ヤンガードリアス期：最終氷期が終わり温暖化に向かっていた気候が、急激に寒冷化して氷期に戻った現象
で、現在から約12,000年前に北半球の高緯度で起こった。この変化は数十年の期間で起きたとされ、気温にして6℃ほど下
がった。
注8　GCP（the Global Carbon Project：全球炭素循環プログラム）：地球圏一生物圏国際協同研究計画
IGBP(International Geosphere-Biosphere Programme)、世界気候研究計画(WCRP)、生物多様性科学国際協同プログラ
ム(DIVERSITAS Programme)、および地球環境変化の人間社会側面に関する国際研究計画IHDP(International Human 
Dimensions Programme on Global Environmental Change)の4つの地球変動研究プログラムの共同イニシアティブである
地球システム科学パートナーシップ(ESSP:Earth System Science Partnership)の一つのプロジェクトである。その目的は、
政策関連の知見（自然科学や社会科学、およびそれらの相互関係に関する知見）を得るため、炭素循環やエネルギーシステム
に関する研究を行うことである。
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的にさせなければならない。即ち、
第 4 次評価報告書以上にきめ細か
い時空間的な予測が要求される。
高度化して行くシミュレーション
の初期値あるいは検証データとし
て対応できる良質な全球観測デー
計画の中で観測手法として重要視
されたのが米国の TAO(Tropical 
Atmosphere and Ocean) ブ イ 観
測網であり 17)、そのデータはエ
ルニーニョの研究を加速させ、そ
の予測精度の向上にも貢献してき
た。一方、この国際 プ ロ ジ ェ ク
ト と 平 行 し て 、（独）海洋研究開
発機構（当時、海洋科学技術セン
ター）では独自の技術によるトラ
イトンブイの開発が行われた（図
表 4）。トライトンブイは 1999
年より西部熱帯太平洋域に展開が
始まり、2000 年からは太平洋中・
東部に展開されている TAO ブイ
と連携して、エルニーニョ監視網
として日米で共同運用されるよう
になった（図表 5）。
　インド洋熱帯域における気候変
動観測研究は、近年になって衛星
データを中心とした観測データの
解析により、インド洋のエルニー
ニョ現象とも呼べるインド洋ダイ
ポールモード現象（IOD）が提案さ
れた 16)。一方、（独）海洋研究開発
機構は、2001 年よりトライトン
ブイ２基を東インド洋に世界に先
駆けて設置し、IOD 観測を開始し
た。IOD 現象とは、インド洋東
部（ジャワ島沖）で数年おきに海水
温が下降し、西部（アフリカ沖）で
は逆に上昇する現象で、通常 5 月
から 6 月に発生し、10 月ごろに
最盛期になり 12 月には減衰する。
IOD 現象が発生すると、インドネ
シアやオーストラリア等で干ばつ
が起こる傾向が見られる。一方、
海面水温が上昇する西部インド洋
では、大気の対流活動が活発化す
るために、通常よりも降水量が増
加する。2006 年の IOD の際には、
東部熱帯域のアフリカ諸国で洪水
が多発し、百万人以上が避難する
等の被害が発生した。
　その研究成果として、（独）海洋
研 究 開 発 機 構 は、2006 年 に 発
生した IOD 現象を、その前年の
2005 年 11 月の時点で予測する
ことに世界で初めて成功した 18)。
続いて、2007 年にもインド洋に
IOD 現象が発生することが予測さ
れ、このことは、2007 年 9 月下
旬の人工衛星による観測で科学的
に確認された。IOD 現象の影響と
図表 4　トライトンブイ（表紙カラー図参照）
図表 5　トライトンブイ（■）と TAO ブイ（●）の展開図
考えられるオーストラリアでの大
干ばつや東部アフリカにおける豪
雨は、約 6 ヶ月前にその発生が予
測されていた。これからは、エル
ニーニョや IOD 現象の短期的な
発生予測の信頼性向上に加えて、
温暖化によりそれらが今後どの様
になるのかという、長期的な気候
変動との関係を解明することが重
要課題である。そのためにはリア
ルタイムで提供される観測データ
が不可欠であり、ブイ観測網の維
持とインド洋での強化が喫緊の課
題である。
4  “海と地球の変動を予測する”ために望まれる海洋監視システム ●　●　●　●　●
　 数 年 後 に 出 さ れ る で あ ろ う
IPCC 第 5 次評価報告書は、政策
決定への貢献が強く意識されたも
のになると考えられる。そのため
には、「何が、何処で、何時までに、
どの程度」起こるのかをより具体
タが必要であることは論を待たな
い。今、世界の海はどうなってい
るのか？そして、それがどう変わ
りつつあるのか、を継続的に観測
して行かなければならない。ここ
で最も重要な点は、現在の多くの
60°N
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４‐１
既存の海洋監視システムの
利用
　国際的枠組みで地球観測を推進
している GEOSS の 10 年実施計
画参照文書では、その基本方針に
「既存及び新規の地球観測システ
ムを構成する要素からなるシステ
ムを作る」、また「GEOSS は、複
数の既存観測及び処理システムの
間の現在の協力的取り組みの上に
作られる」というように、すでに
活動している観測システムを基盤
とすることを掲げている。全く新
しい観測システムの開発は進める
必要があるにしても、地球観測は
直ちに取り組む課題であり、すぐ
に稼働するシステム構築の必要性
がより強く意識されている。この
ような GEOSS の考えに基づくな
らば、我が国としての海洋監視シ
ステムは、まず前節で述べた 3 つ
の既存のプロジェクトの継続を核
として構築されるべきである。
４‐２
海洋データ同化
―海洋監視の結果を統合し
観測と予測をつなぐ―
　海洋監視で得られた「地球観測」
の結果を「予測モデル」に活用する
ためには、「データ同化」という過
程が鍵となる（図表 6）。アルゴフ
ロートの展開は、海洋観測にとっ
て革命的な進歩であったが、全海
洋で約 3,000 台という規模は、平
均すると 300km 四方に 1 台でし
かない。観測船での観測は、非常
に精密なデータが取れるが時間的
にも空間的にも制限が大きい。人
工衛星は、広範囲を同時に観測す
ることができるが海面だけに限ら
れる。このように現状では、一つ
の観測機器あるいは一つの手法
で全海洋を監視することは不可
能である。種々の観測データを統
合するために近年発達した手法が
「データ同化」である。我が国での
海洋同化システムの開発は、（独）海
洋研究開発機構と京都大学で順調
に進んでいる。2007 年 11 月 30
日の第 4 回地球観測サミットの
ケープタウン宣言では、冒頭に「地
上、海洋、航空機および宇宙から
の地球観測、データ同化技術およ
び地球システムモデリングを必要
とすることを認識し」とあり、観
測に並んでデータ同化技術に言及
している。
　観測は現実をとらえる強みがあ
るが、全海洋を一度に捕らえる事
はできない。一方、モデルは、時
空間的に均質な格子データをもた
らすが、現実からのズレがつきま
とう。「データ同化」とは、時間お
よび空間的に不均一な観測データ
を全球海洋大循環モデルに組み入
れ、モデルの結果を観測値に合う
様に修正し、観測されていない量
も含めて格子化されたデータセッ
トを作ることである。これにより
観測値が無い海域でも、観測値に
準ずるデータを得ることができ
る。即ち、「データ同化」する事で
図表 6　GEOSS の構図
図表 7　求められる全球海洋監視システムのイメージ
海洋監視
海洋データ同化船舶観測
アルゴ観測
定点・定線観測
衛星観測
その他
世界の海洋
観測された姿
（観測データ）
数理科学的に整合性
を持って再現された
全球海洋像
地球変動研究へ
モデルの検証、補正など
プロセス研究への分解
（アルゴ計画の様な海洋監視を目的とした多様な観測データを、海洋データ同化
システムに取り込む事で、全球海洋像を得る事ができる）
GEOSS
Predictions and
Analysis
High performance
Computing
Communication
Visualization
Models
・Oceans
・Cryosphere
・Land
・Atmosphere
・Solid Earth
・Biosphere
地球変動モデル
社会・経済的
多様なデータ
データ同化
Earth
Observation
Systems
・In situ
・Airborne
・Space-based
地球観測システム
政策決定支援 Policy
Decisions
Management
Decisions
・Assessment
・Decision Support
  Systems
Standards &
Interoperability
Observations
Ongoing feedback to optimize value, reduce gaps,
and account for human activity
出典：（独）海洋研究開発機構深澤理郎博士の図を基に科学技術動向研究センター
　　　にて作成
観測がそうである様に、分析的な
観測を行うのではなく、全球の海
洋を監視することを目的とした観
測計画を立てることである。
出典：GEOSS10 年実施計画参照文書より
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５‐１
より高品質かつ高分解能の
観測データによる
気候変動予測の必要性
　2007 年の日本の夏は、最高気
温を 74 年ぶりに更新した 40.9℃
が観測されるような猛暑となっ
た。世界中からも異常気象があい
ついで報告され、IPCC 第 4 次評
価報告書の予測を裏付けるような
環境変動の話題がつきなかった。
温暖化予測は、国際的枠組みで各
国が取り組んでおり、我が国でも
環境省や文部科学省の諸施策や地
球シミュレータの 280 倍の計算
速度を持つ「次世代スーパーコン
ピュータ」の開発を受けて、大き
な進展が期待できる。しかし、第
4 次評価報告書、さらに数年後に
出されるであろう第 5 次評価報告
書をもとに、20 ～ 30 年後を見
通して施策を決定するには予測の
信頼性が鍵である。その信頼性を
高めるためには、予測モデルの初
期値、計算結果の検証値、さらに
モデルの改良のために、モデルに
対応したより高品質かつ高分解能
の観測データが要求される。
5  まとめ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
５‐２
海洋データ同化システムの
構築
　海洋観測手法として、全海洋を
一度に観測できる万能な手法は存
在しない。それでは、いかにして
全球モデルに対応できる全球規模
の観測データを作り出して行くの
か？その答えは、既存のアルゴ計
画などの海洋監視のデータを海洋
データ同化システムに組み入れる
事にある。したがって、多様な観
測データを統合し、全球海洋観測
データセットを構築する施策があ
れば、新規に多額な予算措置をせ
ずに有効な地球観測データの提供
とその更新が可能になる。我が国
が提案して始まった GEOSS は、
まさにこのような仕組みを 10 年
実施計画中に描いている。
５‐３
全球海洋監視システムの
強化
　第３章で述べた海洋監視は、主
に（独）海洋研究開発機構の研究開
発費で実施されている。2007 年
度の予算規模は、概算（船舶運航
費を除いた推定額）で約 8 億円（ア
ルゴ計画 3 億円、国際定線・炭素
循環観測計画 2 億、トライトンブ
イの展開 3 億円）である。これら
は一つの独立行政法人の個々のプ
ロジェクトとして行われているた
め、これらの海洋監視全体が持続
的に存続できるか不透明である。
今後、ブイ観測網の充実など海洋
監視を強化し、同時に海洋同化シ
ステムを運用し持続的に全球海洋
観測データを提供するには 5 割程
度の経費の上積みが必要ではない
だろうか。
　広大でかつつねに変動する海の
監視は、必然的に至るところで、
長期的に行なわざるを得ない。「長
期的に観測し続ける事」が不可欠
であり、それに対する施策として
の支援が必要である。衛星の打ち
上げや観測船の運航費などには、
とかく観測には多額の費用が必要
である。しかし、既存の海洋監視
プロジェクトを統合すれば最小の
予算措置で、我が国が提案して始
まった GEOSS の目的である地球
変動予測に大きな貢献が可能にな
る。世界の海の全貌を継続して効
率よく監視するためには、海洋監
視と海洋データ同化を統合する全
球海洋監視システムを構築および
維持していく資金確保の仕組みが
必要である。
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プロセス研究用の分析的観測デー
タとすることができる（図表 7）。
　気象学の分野では、「データ同
化」されたデータは、「再解析デー
タ」と呼ばれてプロセス研究やシ
ミュレーションですでに日常的に
用いられている。特に天気予報で
は、予報精度は初期値の善し悪し
に大きく依存するので、気象観測
データを同化した初期値を用いて
予報モデルに組み入れて計算する
（予報する）ことを、ある時間毎に
繰り返している。
　ここで提案する「海洋データ同
化」とは、衛星観測の進展により
時空間的に密な取得が可能になっ
た海面情報データ（海面高度場や
水温等）、国際定線・炭素循環観
測計画やトライトンブイ観測等に
より得られた良質な現場観測デー
タ（水温・塩分等）、アルゴフロー
トによる海洋内部の水温・塩分
データなど、多様な観測データを、
海洋大循環モデルに同化し、時空
間分解能の高い統合データセット
を作製する事である。
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